
国への提案事項

災害救助法及び被災者生活再建支援制度等の見直し

○ 現在，中規模半壊まで対象とする被災者生活再建支援制度について，半壊から

一部損壊までを支給対象とすること。

○ 心身の手厚いケアのため，戸別訪問による健康管理・精神保健活動やＤＨＥＡＴ

（災害時健康危機管理支援チーム）について，災害救助法の対象とするなど，

柔軟な運用を行うこと。

○ 避難所生活を余儀なくされる被災者の心身の負担を軽減するため，避難所に

なり得る公共施設の環境整備（冷暖房の設置，トイレの洋式化等）に対する財政

措置を行うこと。

○ 災害救助法の対象とならない場合であっても，住民が早めの避難行動を実践で

きるよう，指定緊急避難場所・指定避難所の開設や運営費用に係る国の財政措

置など，継続的な支援制度を創設すること。

３ 安心・安全な暮らしづくり
（１） 被災者の生活支援・再建 【創造的復興関係】

【提案先省庁：内閣府，文部科学省，厚生労働省】
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３ 安心・安全な暮らしづくり
（１） 被災者の生活支援・再建

課 題／目 標現状/広島県の取組
【災害救助法】
○ 救助範囲が避難所の避難者に限定されており，在宅の避難者
は対象外となっている。

○ 法の適用（平成30年７月豪雨災害）

【被災者生活再建支援制度】

○ 過去の災害において，被害の件数の多い，半壊及び一部損壊
世帯が支給対象となっていない。（被災者生活再建支援法第3条2項）

【平成30年７月豪雨災害に関する避難行動の調査】

○ 防災や行動科学等の専門家から，避難所に関して，次のことが
避難の実行性を高める要因であると示された。

・災害当日の避難場所や道中の安全性が明確になること
・指定避難場所にこだわらない，複数の避難先を確保すること

【災害救助法】

● 被災者に対して，心身の手厚いケアを行うため，

・ 自宅や応急仮設住宅等の被災者への支援（戸別訪問に
よる健康管理・精神保健活動など）を救助の対象に追加

・ 避難所になり得る公共施設の環境整備（冷暖房の設置，
トイレの洋式化等）に対する財政措置

● 応急仮設住宅の供与期間の延長及び延長に伴う財政措置

【被災者生活再建支援制度】

● 全国知事会の試算では，半壊の場合348万円程度，一部
損壊の場合200万円程度の修繕費がかかることもあり，「生
活基盤に著しい被害」が生じていることから，一部損壊世帯
まで支給対象の拡大が必要

【指定緊急避難場所・指定避難所の開設・運営費用】

● 住民の早めの避難行動を促すためには，事前避難の受入
れを可能とする避難所の早期開設が必要であるが，災害救
助法が適用されない場合において，避難所の開設や運営に
係る経費は，自治体の負担となっていることから，支援制度
の創設が必要

◆防災対策の充実(災害復旧・復興) （内閣府）

45億円（前年度比77.3％）

令和４年度予算要求の状況

適 用 日 平成30年７月５日

適 用 地 域
広島市，呉市，竹原市，三原市，尾道市，福山市，
府中市，東広島市，江田島市，府中町，海田町，
熊野町，坂町

救 助 内 容
避難所の設置，応急仮設住宅の供与，食料・
飲料水・生活必需品の給与，医療，住宅の応急修
理 等

年度 全壊 半壊 一部損壊 計

平成26年
広島市土砂災害

179棟 217棟 189棟 585棟

平成30年
7月豪雨災害

1,162棟 3,628棟 2,166棟 6,956棟

※令和３年３月末現在
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３ 安心・安全な暮らしづくり
（１） 被災者の生活支援・再建

※ 住家の主要な構成要素の経済的被害の住家全体の価値に占める割合であり，市町村による被害認定調査により判定され，
罹災証明書における「全壊」「大規模半壊」等の記載に反映されるもの。

参考 被災者生活再建支援法に基づく支援金の支給額

被災世帯の区分 損害割合（※）

支援金の支給額

基礎支援額
加算支援金

住宅の再建手段 支給額

全壊 50％以上 100万円

建設・購入 200万円

補修 100万円

賃借 50万円

大規模半壊 40％台 50万円

建設・購入 200万円

補修 100万円

賃借 50万円

中規模半壊 30％台 -

建設・購入 100万円

補修 50万円

賃借 25万円

半壊 20％台 -

建設・購入 -

補修 -

賃借 -

準半壊 10％台 -

建設・購入 -

補修 -

賃借 -

一部損壊 10％未満 -

建設・購入 -

補修 -

賃借 -
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